
特集 維持管理 ―インフラ長寿命化への具体的取り組み―

鉄道構造物の維持管理に
関する取り組みについて

1.　はじめに

我が国の鉄道は，大量性，高速性及び定時性に

優れた公共輸送機関として，通勤・通学を始めと
する旅客輸送や貨物輸送において，大変重要な役
割を担っており，輸送人員としては毎年度約230
億人以上の輸送を支えている主要交通機関である。
これら輸送を支える鉄道施設については，明治
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図― 1　鉄道施設のストック量（橋りょう・トンネル）
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５ 年の新橋・横浜間の開業以来，順次，整備さ
れ，現在は路線延長としては25,000kmを超えて
いる。また，このうち橋りょう，トンネル数につ
いては，平成24年度末現在，全国において，橋り
ょうが約100,000橋，トンネルは約5,000本整備さ
れている。
これら構造物については，その多くが高度経済
成長期に整備されたものであり，建設後50年以上
が経過している構造物の割合が橋りょうは約50
％，トンネルは約60％と多くの割合を占めている
状況である（図― 1参照）。
このような状況を迎え，今後，鉄道構造物の維
持管理は大変重要であり，現在，国，鉄道事業者
で様々な取り組みが行われているところである。
本稿はこれら取り組みについて記す。

2.　鉄道構造物の維持管理について

鉄道構造物の維持管理については，定期的な検
査の実施を含む施設の保全に関する基準が従来か
ら規定されており，全国の鉄道事業者は，この基
準に基づき，橋りょう，トンネル等の鉄道構造物
について，計画・検査・措置等の維持管理を実施
することにより，列車の安全な運行等を確保して
いる（図― 2参照）。

⑴　鉄道構造物等維持管理標準
現在の鉄道の基準は，「鉄道に関する技術上の
基準を定める省令」（平成13年国土交通省令第151
号）（以下「技術基準省令」）に規定されており，
維持管理については第87条に鉄道施設の保全とし
て，「列車等が所定の速度で安全に運転すること

図― 2　鉄道構造物の維持管理に関する基準
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ができる状態に保持しなければならない」旨が規
定されており，その具体的な方法として，構造物
の保全については，「鉄道構造物等維持管理標準
（平成19年 １ 月）」（以下「維持管理標準」）による
こととされている（図― 3参照）。
「維持管理標準」とは，鉄道構造物に対する検
査手法及び健全度の判定，更に必要に応じて行う
措置，記録等，一連の維持管理に関する基本的な
考え方を示したものである。
鉄道事業者は，基本的にこの維持管理標準に基

づき，構造物の維持管理を行っているところであ
る（図― 4参照）。

⑵　定期検査
橋りょう，トンネル等の構造物を含む鉄道施設
の定期検査については，技術基準省令第90条に，
施設の定期検査は，検査の周期，対象とする部位
及び方法を定めて行わなければならないと規定さ
れ，具体的には「施設及び車両の定期検査に関す
る告示」（平成13年国土交通省告示第1786号）に

図― 3　技術基準省令第87条関係

図― 4　鉄道構造物等維持管理標準について
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おいて，新幹線鉄道以外の鉄道の定期検査につい
ては，軌道 １年，構造物 ２年周期で検査すること
と規定されており，更にトンネルについてはこの
他に20年周期で詳細検査を実施することが規定さ
れている（図― 5参照）。
また，定期検査に用いる判定については，構造
物に生じる変状は，部材の一部に発生するものか
ら構造物全体にわたるものまで，その種類と程度

は千差万別であり，それらすべての変状に対し
て，それぞれの変状が構造物の性能低下にどのよ
うに影響するのかを把握することは容易ではな
く，更に，適切な維持管理を行うためには，変状
原因の推定や変状の予測を行い，それらの情報を
含めて総合的に判断を行う必要があると考えら
れ，維持管理標準において検査の判定について
は，構造物の健全度の判定区分を原則用いること

図― 5　技術基準省令第90条関係

図― 6　構造物の状態と標準的な健全度の判定区分
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としている（図― 6参照）。

⑶　その他（コンクリートの剥落対策）
平成24年12月の中央自動車道笹子トンネル事故
や近年の鉄道構造物における剥落事象の発生等を
踏まえ，平成25，26年度において，「鉄道構造物
の維持管理に関する基準の検証」（座長：岡田勝
也 国士舘大学理工学部 教授）（以下「検証会議」）
を行った。
検証会議では，平成24年 １ 月から26年 ９ 月まで
の間に発生したコンクリートの剥落事象の内容を
検証した結果，コンクリート片等の剥落事象を予
防するため，国が講ずべき措置と鉄道事業者が講
ずべき措置と分けてとりまとめた（図― 7参照）。
現在，国が講ずべき措置として指摘されてい
る，剥落事象の発生状況を精査した上で，必要な
事項を体系的に整理し，また，変状を把握するた

めの着眼点や変状に応じた措置などの事例を整理
した手引きを策定しているところである。

3.　‌�鉄道構造物のインフラ長寿命化‌
計画について

鉄道を始め，国，地方公共団体，その他民間企
業等が管理するあらゆるインフラを対象に「イン
フラ長寿命化基本計画」（平成25年11月 インフラ
老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議）（以
下「基本計画」）がとりまとめられた。
この基本計画では各インフラの管理者は，イン
フラの維持管理・更新等を着実に推進するための
中長期的な取り組みの方向性を明らかにする計画
として，「インフラ長寿命化計画」（以下「行動計
画」）を，またこの行動計画に基づき，個別施設
毎の具体の対応方針を定める計画として，「個別

図― 7　鉄道構造物の維持管理に関する基準の検証について（概要）
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施設毎の長寿命化計画」（以下「個別施設計画」）
を策定することとしている。
鉄道事業者においても基本計画に基づき，行動
計画，個別施設計画を策定しており，鉄道構造物
の維持管理・更新を戦略的に進めているところで
ある（図― 8参照）。

4.　ま と め

鉄道については，他の社会資本と比較して長い

歴史を持ち，構造物も古いものも多くあるが，他
のインフラと異なり，運行と施設管理者が一元的
に施設を管理しながら，法令・基準等に基づき構
造物について維持管理してきたところである。
今後は基本計画の基に作成された行動計画，個
別施設計画に基づき，より適正な維持管理が行わ
れ，その結果，主要交通機関としての役割を，今
後も担い続けていくことを願うものである。

図― 8　鉄道分野におけるインフラ長寿命化基本計画等の体系（イメージ）
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